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さいたま市告示第１７０１号 

さいたま市総合療育センターひまわり学園軽バン賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 

令和３年１１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

 件名 

さいたま市総合療育センターひまわり学園軽バン賃貸借 

 借入場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市総合療育センターひまわり学園 

 数量・特質等 

仕様書による。 

 借入期間 

令和４年３月１日から令和９年２月２８日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）の種目「自動車リース」内の営業種目で登載されていること。 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

 交付場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 

総務課 担当 管理係 工藤 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

 交付期間 

告示の日から令和３年１２月１日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時か

ら午後４時まで） 

 交付費用 
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無料 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

ウ 返信用封筒（８４円切手を貼付） 

 受付場所 

３ に同じ

 受付期間 

３ に同じ

 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 交付方法 

   全て郵送とする。 

 交付日時 

令和３年１２月７日（火）までに交付するものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 

 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月あたりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。 

 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年１２月１０日（金）午前１０時３０分 

イ 場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市総合療育センターひまわり学園２階会議室 

 入札保証金 
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見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年１２月１０日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７ イに同じ

 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格を持って有効な入札を行ったものを落札者とする。 

 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 

総務課 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

８ 契約手続等 

 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

 契約書作成の要否 

要 

 議決の要否 

否 

９ その他 

 この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

 契約条項は、さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総務課及びホームページ

において閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１７０２号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。

令和３年１１月１６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

 名 称 ドラッグコスモス与野店

 所在地 さいたま市中央区本町西４丁目１３９２番１ 外

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名   称 株式会社 コスモス薬品 

代表者氏名 代表取締役 横山英昭 

住   所 福岡市博多区博多駅東２丁目１０番１号 第一福岡ビルＳ館４階 

 変更した事項

大規模小売店舗の名称

 （変更前）：（仮称）ドラッグコスモス与野店 

（変更後）：ドラッグコスモス与野店 

 変更の年月日

令和３年１０月３０日

 変更する理由

大規模小売店舗の名称変更のため

２ 届出年月日 

 令和３年１０月２９日

３ 届出及び添付書類の縦覧期間

 令和２年１１月１６日から令和４年３月１６日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

４ 届出及び添付書類の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４

 中央区役所区民生活部総務課

 住所 さいたま市中央区下落合５－７－１０ 

 電話 ０４８（８４０）６０１３

FAX ０４８（８４０）６１６０

５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。

 意見書の提出期間



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

令和３年１１月１６日から令和４年３月１６日まで。

 意見書の提出先

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７０３号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。

令和３年１１月１６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

 名 称 ドラッグコスモス東岩槻店

 所在地 さいたま市岩槻区東岩槻二丁目４番２、４番３

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名   称 株式会社 コスモス薬品 

代表者氏名 代表取締役 横山英昭 

住   所 福岡市博多区博多駅東２丁目１０番１号 第一福岡ビルＳ館４階 

 変更した事項

大規模小売店舗の名称

 （変更前）：（仮称）ドラッグコスモス東岩槻店

 （変更後）：ドラッグコスモス東岩槻店

 変更の年月日

令和３年９月２５日

 変更する理由

大規模小売店舗の名称変更のため

２ 届出年月日 

 令和３年１０月２９日

３ 届出及び添付書類の縦覧期間

 令和３年１１月１６日から令和４年３月１６日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

４ 届出及び添付書類の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４

 岩槻区役所観光経済室

 住所 さいたま市岩槻区本町３丁目２番５号 

 電話 ０４８（７９０）０１１８

FAX ０４８（７９０）０２６０

５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。

 意見書の提出期間



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

令和３年１１月１６日から令和４年３月１６日まで。

 意見書の提出先

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７０４号

大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。

令和３年１１月１６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 届出の概要

 大規模小売店舗の名称及び所在地

 名 称 ドラッグコスモス西大宮店

 所在地 さいたま市西区西大宮３丁目３３番３ 外

 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

名   称 株式会社 コスモス薬品 

代表者氏名 代表取締役 横山英昭 

住   所 福岡市博多区博多駅東２丁目１０番１号 第一福岡ビルＳ館４階 

 変更した事項

大規模小売店舗の名称

 （変更前）：（仮称）ドラッグコスモス西大宮店 

（変更後）：ドラッグコスモス西大宮店 

 変更の年月日

令和３年１０月３０日

 変更する理由

大規模小売店舗の名称変更の為 

２ 届出年月日 

 令和３年１０月２９日

３ 届出及び添付書類の縦覧期間

 令和３年１１月１６日から令和４年３月１６日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

４ 届出及び添付書類の縦覧場所

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４

 大宮区役所区民生活部地域商工室

 住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

 電話 ０４８（６４６）３０９３

FAX ０４８（６４６）３１５１

５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。

 意見書の提出期間



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

令和３年１１月１６日から令和４年３月１６日まで。

 意見書の提出先

 さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

郵便番号 ３３０－９５８８

 住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 電話 ０４８（８２９）１３６４

FAX ０４８（８２９）１９４４



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７０５号

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第３０条の１１第１項の確認をしたので、同法

第５８条の１１の規定により別紙のとおり告示する。

令和３年１１月１６日

さいたま市長 清 水 勇 人



さ い た ま 市

名称 所在地※

乗峰　菜陽 乗峰　菜陽 （省略） 令和3年8月26日 認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

菊地　夏子 菊地　夏子 （省略） 令和3年10月3日 認可外保育施設（居宅訪
問型）

－

子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号）第30条の11第１項の確認をした子ども・子育て支援施設等

特定子ども・子育
て支援提供者の名
称

特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所 確認の年月日 子ども・子育て支援施
設等の種類

子ども・子育て支援法施行規則第
28条の18第3項を満たしているか
否かの別（一日8時間以上、一年
200日以上開園）

※の欄は、個人が行う居宅訪問型事業は、プライバシー保護の観点から個人住所を非公開としております。



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７０６号

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第５８条の６第１項の規定による同法第３０条

の１１第１項の確認の辞退があったので、同法第５８条の１１の規定により告示する。

令和３年１１月１６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 特定子ども・子育て支援提供者の名称

  株式会社埼玉総業

２ 特定子ども・子育て支援を提供する施設又は事業所の名称及び所在地

 名称

コマツランド

 所在地

さいたま市浦和区岸町４－２５－１５－１

３ 確認の辞退の年月日

令和３年１０月３１日

４ 子ども・子育て支援施設等の種類

  認可外保育施設

５ 子ども・子育て支援法施行規則（平成２４年内閣府令第４４号）第２８条の１８第３項を満たし

ているか否かの別

 ※法第 7 条第 10 項第 5 号に掲げる事業（認定こども園、幼稚園又は特別支援学校の預かり保育）
の場合に限る。



（省略）



別紙「公売財産の表示」

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

以上登記簿による表示

１ さいたま市西区塚本町三丁目

５３番６

雑種地

４０㎡





別紙「公売財産の表示」

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

所　　在

家屋番号

種　　類

構　　造

床面積

以上登記簿による表示

　上記財産は、国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき、一括換価の方法に
より公売を行いました。
　最高価申込価額の財産ごとの内訳は、以下のとおりです。

合計
財産２ 15,288,000 円

58,800,000 円

１階　４９．４６㎡
２階　８８．７６㎡
３階　５２．０１㎡

財産１ 43,512,000 円

２ さいたま市大宮区天沼町一丁目　１３７番地２

１３７番２

居宅

鉄骨造陸屋根３階建

１ さいたま市大宮区天沼町一丁目

１３７番２

宅地

１９９．７３㎡





別紙「公売財産の表示」

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

所　　在

家屋番号

種　　類

構　　造

床面積

以上登記簿による表示

　上記財産は、国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき、一括換価の方法に
より公売を行いました。
　次順位買受申込価額の財産ごとの内訳は、以下のとおりです。

　財産１
　財産２

55,380,000 円

３階　５２．０１㎡

40,981,200 円
14,398,800 円

１ さいたま市大宮区天沼町一丁目

１３７番２

宅地

１９９．７３㎡

２ さいたま市大宮区天沼町一丁目　１３７番地２

１３７番２

居宅

鉄骨造陸屋根３階建

１階　４９．４６㎡
２階　８８．７６㎡





別紙「公売財産の表示」

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

持　　分

所  　在

家屋番号

種　　類

構　　造 木造瓦葺２階建

床面積 １階　５５．４８㎡
２階　３９．７４㎡

以上登記簿による表示

　上記財産は、国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき、一括換価の方法に
より公売を行いました。
　最高価申込価額の財産ごとの内訳は、以下のとおりです。

合計

９８．２８㎡

8,050,000
財産３ 161,000 円

円

店舗　居宅

財産１、２ 7,889,000 円

５分の１

3 さいたま市岩槻区日の出町　６０９４番地２

６０９４番２

２ さいたま市岩槻区日の出町

６０９４番１

公衆用道路

７０㎡

１ さいたま市岩槻区日の出町

６０９４番２

宅地



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１１号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月１７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市岩槻区大字金重字西３４３番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

  （省略）

３ 許可番号

  令 和 ３ 年 ３ 月 １ ９ 日 

  第開-Ｎ２０２０１３６号

４ 検査済証番号

  令 和３年１１月１６日

  第完-Ｎ２０２０１３６号



さいたま市告示第 号

　国税徴収法第104条の規定により、さいたま市告示第 号の公売に係る公売財産の最高価
申込者を下記のとおり決定したので、同法第106条第2項の規定により公告する。

記

1712

令和3年11月17日

不動産等の最高価申込者決定の公告

さいたま市長　清水　勇人

売却区分番号 名称、数量、性質及び所在等 最 高 価 申 込 価 額
最 高 価 申 込 者 の
氏 名 又 は 名 称

7,500,000
円

1512

さいたま市南部市税事務所納税調査課売 却 決 定 場 所

最 高 価 申 込 者 の 決 定 年 月 日

売 却 決 定 日 時

令和3年11月16日

令和3年12月7日　午前10時

3－2－南不1
別紙
「公売財産の表示」のとおり

株式会社　イーグランド



別紙「公売財産の表示」

所　　在

地　　番

地　　目

地　　積

所  　在

家屋番号

種　　類

構　　造

床 面 積 １階　７５．９９㎡

２階　７６．１２㎡

以上登記簿による表示

　上記財産は、国税徴収法第８９条第３項の規定に基づき、一括換価の方法に
より公売を行いました。

１

２

さいたま市浦和区領家五丁目

１１８２番

宅地

２５７．８５㎡

さいたま市浦和区領家五丁目１１８２番地

１１８２番

共同住宅

木造スレート葺2階建



さいたま市告示第 号

　国税徴収法第104条の規定により、さいたま市告示第 号の公売に係る公売財産の最高価
申込者を下記のとおり決定したので、同法第106条第2項の規定により公告する。

記

1713

令和3年11月17日

不動産等の最高価申込者決定の公告

さいたま市長　清水　勇人

売却区分番号 名称、数量、性質及び所在等 最 高 価 申 込 価 額
最 高 価 申 込 者 の
氏 名 又 は 名 称

4,910,009
円

1513

さいたま市南部市税事務所納税調査課売 却 決 定 場 所

最 高 価 申 込 者 の 決 定 年 月 日

売 却 決 定 日 時

令和3年11月16日

令和3年12月7日　午前10時

3－2－南不2
別紙
「公売財産の表示」のとおり

ディライトホーム株式会社



別紙「公売財産の表示」

（一棟の建物の表示）
所　　在 さいたま市浦和区領家六丁目377番地1、377番地5

建物の名称 ウィンベルデュエット北浦和第六

（専有部分の建物の表示）
家屋番号 領家六丁目　377番1の306

建物の名称

種　　類 居宅

構　　造 鉄筋コンクリート造１階建

床 面 積 3階部分　29.94㎡

（敷地権の表示）
土地の符号

所在及び地番 さいたま市浦和区領家六丁目377番1

宅地

534.23㎡

敷地権の種類 所有権

敷地権の割合 1万分の228

土地の符号

所在及び地番 さいたま市浦和区領家六丁目377番5

宅地

237.64㎡

敷地権の種類 所有権

敷地権の割合 1万分の228

2

地　　目

地　　積

地　　積

１

306号

1

地　　目



土地の符号

所在及び地番 さいたま市浦和区領家六丁目377番14

公衆用道路

24㎡

敷地権の種類 所有権

敷地権の割合 1万分の228
以上登記簿による表示

地　　積

3

地　　目



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１４号

   令和３年さいたま市議会１２月（１１月繰上げ）定例会を次のとおり招集する。 

令和３年１１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 招集する期日 令和３年１１月２４日 

２ 招集する場所 さいたま市議会議事堂 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１５号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月１７日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字中野林字中郷５５９番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

さいたま市緑区東浦和３－２－７

イーストホーム株式会社

代表取締役 髙橋 恒貴

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ８ 月 ６ 日

第開-Ｎ２０２１０６４号

４ 検査済証番号

令和３年１１月１６日

第完-Ｎ２０２１０６４号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１６号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年１１月２４日までに

返還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和３年１１月１７日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

１１月

１１日
猫 岩槻区徳力 雑種

去勢

オス
キジ白 5～8歳 無

負傷動物

右耳に V字カット
１１月

１２日
犬 岩槻区南平野 雑種 メス 茶 5～8歳 有 青、赤、布製

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１７号 

屋外広告物法(昭和２４年法律第１８９号)第７条第４項の規定により広告物及び掲出物件を除却し、

同法第８条第１項の規定により保管したので、同条第２項並びにさいたま市屋外広告物条例(平成１

４年条例第１０９号)第２１条の２及び第２１条の３の規定により、次のとおり告示する。 

令和３年１１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 保管した広告物又は掲出物件の名称又は種類及び数量 

（1）はり札                    ３２７ 枚 

（2）立看板                      ３ 枚 

２ 保管した広告物又は掲出物件の放置されていた場所、除却日時及び保管開始日時 

 別紙のとおり 

３ 保管場所 

 さいたま市緑区宮本２丁目１６番地３ 

４ 連絡先 

(１) 担当 さいたま市役所都市局南部都市・公園管理事務所管理課都市管理係 

(２) 電話 ０４８（８４０）６１７８ 



名称または種類 数　量 月　日 時　間 月　日 時　間

1 南区 はり札 48 令和3年10月1日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月1日 17時00分

2 南区 はり札 50 令和3年10月5日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月5日 17時00分

3 浦和区 はり札 52 令和3年10月8日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月8日 17時00分

4 浦和区 立看板 3 令和3年10月12日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月12日 17時00分

5 緑区 はり札 49 令和3年10月12日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月12日 17時00分

6 浦和区 はり札 23 令和3年10月15日
9時00分
から

10時00分
令和3年10月15日 15時00分

7 桜区 はり札 55 令和3年10月15日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月15日 17時00分

8 浦和区 はり札 50 令和3年10月19日
8時30分
から

17時00分
令和3年10月19日 17時00分

9

10 計 はり札 327

11 計 立看板 3

12

 広告物及び掲出物告示リスト
告示年月日　令和3年11月17日

番号 放置されていた場所

保管した広告物・掲出物件 除却した日時 保管開始日時
備考



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１８号 

 行旅病人及び行旅死亡人取扱法（明治３２年法律第９３号）第９条の規定により、次のとおり告示

する。 

令和３年１１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 氏名      不詳（「森永 日出男」と思料される） 

２ 性別      男性 

３ 生年月日    不詳 

４ 住所・本籍   不詳 

５ 人相・特徴等 

 （１） 年齢   ６０～８０歳位 

 （２） 身長   １６５ｃｍ 

 （３） 体格   痩せ 

 （４） 頭髪   白髪交じり 

 （５） 髪型   スポーツ刈り 

６ 着衣・所持品等 

（１） 着衣   なし（全裸） 

（２） 所持品  現金５３円（１０円硬貨３個、５円硬貨３個、１円硬貨８個） 

         預金通帳（ゆうちょ銀行、「森永 日出男」名義） 

         印鑑（「森永」と刻印のもの） 

         国民健康保険被保険者証（「森永 日出男」名義、新座市発行） 

         運行管理者等指導講習手帳（「森永 日出男」名義） 

         住民票（「森永 日出男」名義、新座市発行） 

         メモ等の紙片５枚 

７ 発見状況等 

（１） 発見日時 令和３年７月２９日午後４時４０分頃 

（２） 発見場所 埼玉県さいたま市桜区大字田島３８８７番地 桜草公園内 

（３） 発見状況 発見者は、さいたま市緑地協会より公園内の清掃を委託されていた日 

本環境マネージメントの清掃員である。発見者は、令和３年７月２７ 

日午後５時頃に同公園内で約１０年近く生活していた死亡者の生存 

を確認していた。７月２８日、同公園のベンチに座っている死亡者を 

目撃していたが、翌２９日にも同じベンチに同じ姿勢でいる死亡者を 

目撃したため不審に思ったことから１１９番通報に至り、通報により 

現場に臨場したさいたま市消防局救急隊員が死後硬直の認められる 

状態の死亡者を確認した。 

８ 死亡の原因等 

 （１） 死亡日時 令和３年７月２８日午前１時００分（推定） 

 （２） 死亡場所 埼玉県さいたま市桜区大字田島３８８７番地 桜草公園内 

 （３） 死  因 不詳の病死 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

９ 遺体の処置   令和３年８月１２日に大宮聖苑にて火葬に付し、埼玉県さいたま市緑区大字中

野田１０３０番地「さいたま市営青山苑墓地」に仮納骨予定。 

１０ 連絡先 

（１） 担当   さいたま市桜区役所健康福祉部福祉課 

（２） 電話   ０４８－８５６－６１６４ 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７１９号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月１８日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市大宮区三橋一丁目１０２８番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

東京都品川区大崎２－１－１ ThinkPark Tower 4階
  株式会社 モスフードサービス

  代表取締役 中村 栄輔

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ６ 月 ２ ５ 日

第開-Ｎ２０２１０２９号

４ 検査済証番号

令和３年１１月１７日

第完-Ｎ２０２１０２９号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２０号

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。

令和３年１１月１９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保管理由

 さいたま市自転車等放置防止条例

２ 保管開始年月日

 令和３年１１月１２日

３ 保管場所及び放置箇所

 新開自転車保管所

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域

 吉野原自転車保管所

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車

 大戸自転車保管所

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域

 岩槻自転車保管所

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域

４ 保管自転車

   別紙のとおり

５ 保管台数

計 ７８台

６ 連絡先

 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所

 電話 ０４８（６５２）８８１２



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2021/11/08 東浦和駅 埼玉県警21-211299975 A16PL22547          

2021/11/08 東浦和駅 埼玉県警21-212021865 FC9K02008           

2021/11/08 南浦和駅西口 埼玉県警14-4014014 B6K33782            

2021/11/09 東浦和駅 埼玉県警13-3340182 F120883598          

2021/11/09 南浦和駅東口 埼玉県警17-7010784 A16A100227          

2021/11/09 武蔵浦和駅 万世橋A-93354 C9DF2198            

2021/11/09 武蔵浦和駅 不明 SUJ002683           

2021/11/11 東浦和駅 埼玉県警16-6415656 S08017696           

2021/11/11 東浦和駅 埼玉県警15-5543448 F50921553           

2021/11/11 東浦和駅 不明 S6H04824            

2021/11/11 東浦和駅 埼玉県警20-202409598 ST0DF14938          

2021/11/11 南浦和駅東口 埼玉県警20-202339727 F20206527           

2021/11/11 南浦和駅東口 埼玉県警19-190257886 STRKF14176          

2021/11/11 南浦和駅西口 埼玉県警12-2315183 B2C25047            

2021/11/11 南浦和駅西口 埼玉県警19-194434790 B9F55917            

2021/11/11 武蔵浦和駅 埼玉県警15-5312862 F141079859          

2021/11/11 西浦和駅 埼玉県警20-201956234 SUB001140           

2021/11/12 東浦和駅 埼玉県警15-5334882 A14AI 10395          

2021/11/12 武蔵浦和駅 不明 C74A5727            

2021/11/12 武蔵浦和駅 不明 TBI -
2277                

2021/11/15 1/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/11/08 大宮駅東口 埼玉県警12-2031514 JK11J01832          

2021/11/08 大宮駅西口 埼玉県警20-201860768 A20AC38989          

2021/11/08 大宮駅西口 西新井I -92136 0YC0124             

2021/11/08 土呂駅西口 不明 SPG113485           

2021/11/08 東大宮駅東口 埼玉県警20-203532881 C1B4892812R         

2021/11/08 東大宮駅西口 埼玉県警13-3628219 STMHA38949          

2021/11/09 大宮駅東口 埼玉県警19-191910982 A18AK63561          

2021/11/09 大宮駅東口 群馬県警30431853 JH4K02904           

2021/11/09 大宮駅西口 栃木県警19-39714 A14PA00510          

2021/11/09 大宮駅西口 埼玉県警21-214321882 STTLF21852          

2021/11/09 大宮駅西口 埼玉県警19-193268900 GC7H04171           

2021/11/09 東大宮駅東口 埼玉県警13-3628281 HG3TC07348          

2021/11/09 新都心駅東口 埼玉県警21-213714406 H0P01614            

2021/11/11 大宮駅西口 埼玉県警15-5207579 SPA037835           

2021/11/11 大宮駅西口 埼玉県警17-7558338 F70702907           

2021/11/11 宮原駅東口 不明 TB2AF657            

2021/11/11 東大宮駅西口 埼玉県警20-205341412 SUB310356           

2021/11/11 指扇駅 埼玉県警18-8462225 B3C08454            

2021/11/11 指扇駅 埼玉県警08-8280660 S8C09040            

2021/11/12 大宮駅東口 埼玉県警19-191939395 SPE126344           

2021/11/12 大宮駅東口 埼玉県警19-191590996 08C1256             

2021/11/12 土呂駅西口 埼玉県警21-213692437 GG0L65400           

2021/11/12 土呂駅西口 不明 V121008155          

2021/11/12 東大宮駅東口 埼玉県警14-4142427 A13AL36592          

2021/11/12 日進駅 埼玉県警20-203911289 A20AA04144          

2021/11/12 七里駅 埼玉県警18-8392229 A18AG05897          

2021/11/15 2/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/11/08 浦和駅東口 埼玉県警19-193296262 A19AE10497          

2021/11/08 浦和駅西口 埼玉県警10-0528372 B0F48731            

2021/11/08 北浦和駅東口 兵庫県警116-D-627498 14C4790             

2021/11/08 北浦和駅西口 埼玉県警16-6460690 B6A16017            

2021/11/08 新都心駅西口 埼玉県警19-192017068 GC9C01342           

2021/11/09 北与野駅 不明 YC13016065          

2021/11/09 南与野駅 巣鴨C-17521 SLK105349           

2021/11/09 南与野駅 埼玉県警21-211797207 A20AJ16193          

2021/11/11 浦和駅東口 大森G-29665 B8A58043            

2021/11/11 浦和駅東口 埼玉県警18-8298892 H8D07734            

2021/11/11 浦和駅西口 埼玉県警18-8267947 A18AC14106          

2021/11/11 北浦和駅東口 埼玉県警19-192482143 VF19A01977          

2021/11/11 北浦和駅東口 埼玉県警21-212617830 B0K43321            

2021/11/11 北浦和駅東口 埼玉県警16-6000541 G5X652079           

2021/11/11 北浦和駅西口 埼玉県警15-5492547 A15AG27954          

2021/11/11 北浦和駅西口 埼玉県警21-213619268 G0747818            

2021/11/11 北浦和駅西口 埼玉県警17-7362923 STLPA06250          

2021/11/11 南与野駅 不明 V190124426          

2021/11/11 南与野駅 埼玉県警21-210207503 A21AC02191          

2021/11/12 浦和駅西口 羽曳野262610 S7I 109610           

2021/11/12 浦和駅西口 不明 SNSA04595           

2021/11/12 浦和駅西口 埼玉県警15-5213617 JH4L01148           

2021/11/12 浦和駅西口 埼玉県警21-211592737 G20YG54345          

2021/11/12 浦和駅西口 埼玉県警14-4473214 VF14E02181          

2021/11/12 北浦和駅東口 埼玉県警11-1474001 S8F90341            

2021/11/12 北浦和駅東口 埼玉県警16-6507723 66D1179             

2021/11/15 3/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/11/12 中浦和駅 埼玉県警18-8543572 F80912124           

2021/11/12 南与野駅 埼玉県警18-8183158 C1DL1033            

2021/11/15 4/5 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2021/11/09 岩槻駅 埼玉県警14-4053683 PV30425             

2021/11/09 岩槻駅 埼玉県警21-210531866 F20916811           

2021/11/11 岩槻駅 埼玉県警17-7048564 S6G011525           

2021/11/11 岩槻駅 埼玉県警18-8300185 A18AD06400          

合計： 78台

2021/11/15 5/5 ページ



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２１号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７３条第１項の規定に基づき、次のとおり認可したの

で、同条第２項の規定により告示する。

なお、建築基準法第７３条第３項の規定により当該建築協定書をさいたま市役所建設局建築部建築

行政課において一般の縦覧に供する。

令和３年１１月１９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 対象建築協定

 さいたま市三室大古里住宅建築協定

２ 協定区域の位置

 埼玉県さいたま市緑区大字三室６３６番１４２他

３ 協定区域の面積

 ２４，５１７．１３㎡（１３１区画）

４ 認可年月日

令和３年１１月１９日

５ 適用年月日

 令和３年１１月２１日



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２２号

都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第２条の２の規定により、都市公園の供用開始について、次の

とおり告示する。

令和３年１１月１９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 供用開始する公園

番号 名称 位置 区域 供用開始の期日

１ 寿 能 町 一 丁 目 公 園
大 宮 区 寿 能 町 １ 丁 目

１ ３ ５ － ７

別添図面

のとおり
令和３年１１月１９日





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２３号 

屋外広告物法(昭和２４年法律第１８９号)第７条第４項の規定により広告物及び掲出物件を除却し、

同法第８条第１項の規定により保管したので、同条第２項並びにさいたま市屋外広告物条例(平成１

４年条例第１０９号)第２１条の２及び第２１条の３の規定により、次のとおり告示する。 

令和３年１１月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 保管した広告物又は掲出物件の名称又は種類及び数量 

 (１) はり札      ４３７枚 

(２) 立看板        ２個 

２ 保管した広告物又は掲出物件の放置されていた場所、除却日時及び保管開始日時 

 別紙のとおり 

３ 保管場所 

 さいたま市北区本郷町１８７２番地 

４ 連絡先 

(１) 担当 さいたま市 都市局北部都市・公園管理事務所 管理課 都市管理係 

(２) 電話 ０４８（６４６）３１７８ 



名称または種類 数　量
単
位

年　月　日 時　間 年　月　日 時　間

1 見沼区　岩槻区 はり札 52 枚 10月2日
9:00
から
16:00

10月2日 16時00分

2 北区 はり札 48 枚 10月5日
8:30
から
15:30

10月5日 15時30分

3 見沼区　岩槻区 はり札 141 枚 10月9日
9:00
から
16:00

10月9日 16時00分

4 大宮区 はり札 54 枚 10月12日
8:30
から
15:30

10月12日 15時30分

5 北区 はり札 5 枚 10月14日
9:00
から
12:00

10月14日 12時00分

7 大宮区　西区　見沼区 はり札 22 枚 10月18日
13:30
から
16:00

10月18日 16時00分

8 見沼区　岩槻区 はり札 113 枚 10月23日
9:00
から
16:00

10月23日 16時00分

9 北区 はり札 2 枚 11月11日
10:00
から
11:00

11月11日 11時00分

10 北区 立看板 2 個 11月11日
10:00
から
11:00

11月11日 11時00分

11

12

13

14

15

16

はり札 437 枚

立看板 2 個

　合　　計

 広告物及び掲出物件告示リスト
告示年月日　令和3年11月19日

番号 放置されていた場所
保管した広告物・掲出物件 除却した日時 保管開始日時

備考



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２４号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年１１月２４日までに

返還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和３年１１月１９日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

１１月

１７日
犬 西区西遊馬 ﾎﾟﾒﾗﾆｱﾝ ｵｽ ｸﾘｰﾑ 5~8歳 無

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第１５項に基づく公開による意見の聴取を次の

とおり行うので、同条第１７項の規定により告示する。

令和３年１１月１９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 公開による意見の聴取を行う期日

  令和３年１２月１０日（金） 午後７時００分から

２ 公開による意見の聴取を行う場所

  宮原コミュニティセンター １階 多目的ホール

  さいたま市北区吉野町二丁目１９５番１

３ 公開による意見の聴取を行う理由

建築基準法第４８条第７項ただし書に基づく許可にあたり、同条第１５項の規定により、許可に

利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行う必要があるため

４ 許可申請概要

(1) 申請者

ファーストオート株式会社 代表取締役社長 高橋 孟男

(2) 申請場所の地名地番

さいたま市北区吉野町一丁目４３８番９、１０、１１、１２、２１

(3) 用途地域

準住居地域

(4) 計画の概要

自動車販売店舗、自動車修理工場、事務所

５ 適用条文

(1) 建築基準法第４８条第７項ただし書

(2) 建築基準法第４８条第１５項（公開による意見の聴取）



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２６号

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６第１項の規定により令和３年１０月 

２８日さいたま市告示第１６２８号において公告した一般競争入札について、次のとおり入札を中

止したので、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１４条第２項の規定に

より公示する。

令和３年１１月１９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 中止とした一般競争入札 

件名 さいたま市青少年宇宙科学館で使用する電気 

２ 中止とした理由 

  入札参加申請がなかったため 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７２７号 

さいたま市の発注する「道路整備工事（一般県道大野島越谷線）」ほか８件の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和３年１１月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び監

理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の
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うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

(1) 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以

下「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定

めている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価

格が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該

入札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

(2) 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めてい

る場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設

費、現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者が

した入札を失格とする。 

(3) 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなか

った低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌

日）の午後３時までに２(3)及び(4)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提

出しなければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

(4) 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の

翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積

内訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札

者の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その

日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

(5) 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、(3)において提

出された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査にお

いて、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がし
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た入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がし

た入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない

場合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口におい

て書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金

額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 
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(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要

綱、最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実

態調査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令

和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０３－４３５６－９９

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 道路整備工事（一般県道大野島越谷線）

工事場所 さいたま市岩槻区大字大森地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月３１日まで

概要 延長 230m 掘削工 10   盛土工 260   法面整形工 830 ㎡ 張芝 830 ㎡ 防護

柵設置工 207m 防護柵撤去工 204m 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後２時１０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０３－４３６５－１００

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道１１００１号線外）

工事場所 さいたま市見沼区東大宮１丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 延長 143.8m 幅員 4.0m～6.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺Ｕ形側溝（

300 型）282m 横断暗渠（300×240）7m 切回し側溝（逃げ 600）1 箇所 角型

集水桝（□500、深 550）6 箇所 舗装工 下層路盤（RC-40）92 ㎡ 上層路盤（

C-30、RM-40）92 ㎡ 表層 （透水性 As-13、樹脂・消石灰入、t=5cm）596 ㎡ 

（再生密粒度 As-20、t=5cm）8 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後２時２０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

契約整理番号 ０３－４３６５－１０１

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道２００６６号線）

工事場所 さいたま市大宮区東町２丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 概算数量発注方式による発注 延長 315m 幅員 3.5m 舗装工 路面切削工（平

均切削深さ、t＝5cm）1110 ㎡ 切削オーバーレイ工（平均切削深さ、t＝7cm、

再生粗粒度 As、t＝7cm）1100 ㎡ 表層工（改質Ⅱ型密粒度 As、t＝5cm）1110 ㎡ 

付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後２時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

契約整理番号 ０３－４３６５－９７

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道３５６２号線）

工事場所 さいたま市岩槻区大字浮谷地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１８日まで

概要 延長 355.4m 幅員 1.6m 道路土工一式 舗装工（歩道） 表層（透水性 As、t

＝4cm）557 ㎡ 上層路盤（RC-40、t＝10cm）557 ㎡ フィルター層（再生砂、t

＝10cm）557 ㎡ 表層（再生密粒度 As-13、t＝5cm）18 ㎡ 上層路盤（RC-40、t

＝25cm）18 ㎡ 撤去工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後２時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２３年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

契約整理番号 ０３－３２８９－７

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 南与野駅西口土地区画整理事業 区９－７号線道路築造外工事（３－２）

工事場所 さいたま市中央区鈴谷１丁目地内外

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 延長 127m 道路土工一式 舗装工 透水性舗装工（歩道）40 ㎡ 排水構造物工 

街渠縦断管 94m 縁石工 歩車道境界ブロック 78m 公園整備工 公園土工一式 

擁壁工 石積工 68.3m 施設整備工 修景施設整備工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後２時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市都市局まちづくり推進部与野まちづくり事務所

電話 ０４８－８４０－６１５４

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

契約整理番号 ０３－３３８５－６

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 大宮駅西口第四地区雨水管布設工事（Ｒ３－２）

工事場所 さいたま市大宮区桜木町１丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 延長 管きょ工 開削 （φ450、鉄筋コンクリート管）11.20m （φ500、鉄筋

コンクリート管）38.70m （φ600、鉄筋コンクリート管）32.20m マンホール

工 組立 1 号マンホール 1 箇所 組立 2 号マンホール 3 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後３時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２３年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市大宮区錦町６８２番地２

さいたま市都市局都心整備部大宮駅西口まちづくり事務所

電話 ０４８－７７８－８４６２

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

契約整理番号 ０３－４４６５－３４

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道第４２７号線）

工事場所 さいたま市中央区下落合７丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１１日まで

概要 概算数量発注方式による発注 延長 128.4m 幅員 5.7～7.2m 舗装工 路面切削

（切削深さ t＝5 ㎝）14 ㎡ 切削オーバーレイ（切削深さ t＝12 ㎝）744 ㎡ 

基層 744 ㎡ 表層 758 ㎡ 付帯工一式 交通管理工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後３時１０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市南部建設事務所の所管区域内（中央区、桜区、浦和区、南区及び緑区

）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 次の(1)及び(2)の要件を満たしていること。 

(1) 本公告日において、平成２３年度以降、国、地方公共団体等が発注した、

請負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させ

た実績があること。 

(2) 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点

を下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知

日を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 無

その他 本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当す

る。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号

さいたま市建設局南部建設事務所道路維持課

電話 ０４８－８４０－６２２４

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０３－４４８７－４９

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 南部第３処理分区下水道工事（南建－Ｒ３－１００３）

工事場所 さいたま市緑区大字下山口新田地内外

履行期間 契約確定の日から令和４年１０月１４日まで

概要 延長 675.25m 開削（管径 200 ㎜、硬質塩ビ管）486.00m 低耐荷力管推進（管

径 200 ㎜、塩ビ管）189.25m マンホール工 小型コンクリートマンホール 1 箇

所 組立楕円マンホール 9 箇所 組立０号マンホール 2 箇所 組立１号マンホー

ル 3 箇所 現場打ち１号マンホール 1 箇所 現場打ち２号マンホール 3 箇所 立

坑兼用マンホール（内径 900 ㎜）1 箇所 立坑工一式 取付管 23 箇所 付帯工

一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月 ９日（木）午前９時から

令和３年１２月１３日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月１４日（火）午前９時から

令和３年１２月１５日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月１６日（木）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 ８日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月１３日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６２

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０３－４４８７－５０

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 南部第１０処理分区下水道工事（南建－Ｒ３－１００２）

工事場所 さいたま市浦和区岸町７丁目地内

履行期間 契約確定の日から令和４年５月２０日まで

概要 延長 141.35m 管きょ工 推進（管径 800 ㎜、鉄筋コンクリート管）9.00m 開

削 （管径 250 ㎜、硬質塩ビ管）62.80m （管径 300 ㎜、鉄筋コンクリート管）

1.40m （管径 300 ㎜、硬質塩ビ管）10.60m （管径 400 ㎜、硬質塩ビ管）

31.90m （管径 800 ㎜、鉄筋コンクリート管）25.65m 組立１号マンホール 3 箇

所 組立２号マンホール 2 箇所 舗装工一式  

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月 ９日（木）午前９時から

令和３年１２月１３日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月１４日（火）午前９時から

令和３年１２月１５日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月１６日（木）午後１時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、見沼区又は岩槻区に、本店を有

していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 ８日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月１３日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案件

である。

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１７２８号

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（Ｒ３市道イワ２４８号線）」ほか２件の一般競

争入札について、次のとおり公告する。 

令和３年１１月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ(1)オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理

技術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者に係る技術検定等合格証明書等の写し（実務経験による場合は経歴

書）、監理技術者の資格を要する工事においては監理技術者資格証の表面と裏面の写し及び、

監理技術者講習修了証の写し 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は別紙「健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の加入確認の提出書類」の該当する状

況の書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札

書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書

比較価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者の
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うち最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 

(5) 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者を除く。

）がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして

取扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、(1)後段又は(4)における新たな落札候補者とし

ない。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわた

る契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円

未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

(3) 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行

うこととする。 

(4) 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることが

できる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制

とし、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

(5) 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金
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額の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１

０分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）

は、必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同

企業体である場合を除く。 

(8) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置す

ること。 

(9) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成

２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定

）の定めるところによる。 
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別表

 本入札は、次のとおり、一抜け方式により実施する。なお、工事ごとに参加資格に定める「所在地

区分」が異なるため、確認のうえ入札に参加すること。 

対象工事 ア スマイルロード整備工事（Ｒ３市道イワ２４８号線） 

イ 藤橋補修工事 

ウ スマイルロード整備工事（Ｒ３市道１２４６９号線） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 
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契約整理番号 ０３－４３６５－９６

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道イワ２４８号線）

工事場所 さいたま市岩槻区大字尾ヶ崎地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月３１日まで

概要 延長 339.6m 幅員 6.0m 道路土工一式 排水構造物工 長尺Ｕ形側溝（深 300

）548m 長尺Ｕ形側溝横断用（深 300）19m 角型集水桝（深 550）5 箇所 横断

暗渠（300×240）23m 舗装工 表層（再生密粒度 As、t＝5cm）1760 ㎡ 上層路

盤（RM-40）185 ㎡ 下層路盤（RC-40）185 ㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後１時４０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、中央区又は浦和区に、本店を

有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０３－４３５６－９８

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 藤橋補修工事

工事場所 さいたま市西区大字植田谷本地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月２４日まで

概要 伸縮継手工一式 舗装工 （車道部）384 ㎡ （歩道部）240 ㎡ 橋面防水工一

式 ひび割れ補修工一式 断面修復工一式 歩道部改良工一式 

予定価格（税込） ３７，３７８，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後１時５０分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、南区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事ア

の落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する場

合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０５

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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契約整理番号 ０３－４３６５－９９

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

工事名 スマイルロード整備工事（Ｒ３市道１２４６９号線）

工事場所 さいたま市北区見沼２丁目地内外

履行期間 契約確定の日から令和４年３月３１日まで

概要 延長 260.0m 幅員 6.5m 道路土工一式 排水構造物工 長尺Ｕ形側溝（300 型

）467m 横断暗渠（300×240）40m 角形集水桝（□500）13 箇所 塩ビ管（VU

管、φ250）2m 舗装工 下層路盤（RC-40）167 ㎡ 上層路盤（RM-40）167 ㎡ 

不陸整正（RM-40、平均 t＝4cm）1360 ㎡ 表層（再生密粒度 As、t＝5cm）1360

㎡ 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後２時００分

参
加
資
格

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は緑区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

－

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

要 前金払 有 部分払 有

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日ステップアップ試行工事（Ｒ２）」の対象案

件である。

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０
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さいたま市告示第１７２９号

さいたま市の発注する「下水道事業地質調査業務（北建－Ｒ３－３５２）」の一般競争入札につい

て、次のとおり公告する。 

令和３年１１月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

(1) 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

(2) 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、(1)で定める事項を満たす者を

その構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

(1) 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格

」という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市

建設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」

という。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比

較価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」と

いう。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札

候補者として通知し、落札を保留する。 

(2) (1)において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を

決定する。 

(3) 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当た

る場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以

下「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

(4) 落札候補者が特定共同企業体である場合には、(3)に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる

書類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の

割印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

(1) 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２(3)及び(4)において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補

者が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札
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書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもっ

て入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制

限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行

った者）を新たに落札候補者とする。 

(2) (1)において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上

あるときは、電子くじによりこれを決定する。 

(3) 市長は、(1)の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

(4) 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等

請負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契

約からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法

に基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合

は、その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者

以外の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

(1) 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務

ごとに別に定める。 

(2) 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、

設計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共

同企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

(3) 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図

書公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

(4) 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によって

は書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

(5) やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

(1) 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

(2) 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いに

ついては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

(1) 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

(2) 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１

万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 
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８ その他 

(1) 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

(2) 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

(3) 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

(4) 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数

制限を行う。 

(5) 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届

出書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出

すること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号

）を提出すること。 

(6) 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合

は、その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行

わない。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札

を行った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

(7) 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置す

ること。 

(8) 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市

建設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱

要綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 
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契約整理番号 ０３－４３８７－４８

入札方法 一般競争入札（電子）

参加形態 単体企業

業務名 下水道事業地質調査業務（北建－Ｒ３－３５２）

業務場所 さいたま市西区大字宝来地内

履行期間 契約確定の日から令和４年３月１８日まで

概要 土壌調査 13 箇所 試験延長 69.4m 土壌環境調査試験 42 検体 

予定価格（税込） １１，６１６，０００円

最低制限価格 設定する

参加申請受付期間 令和３年１２月２日（木）午前９時から

令和３年１２月６日（月）午後５時まで

入札書提出期間 令和３年１２月７日（火）午前９時から

令和３年１２月８日（水）午後５時まで

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室

令和３年１２月９日（木）午後１時３０分

参
加
資
格

名簿登載業務 地質調査 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 本公告日において、地質調査業者登録規程（昭和５２年４月１５日建設省告示第 

７１８号）に基づく地質調査業者の登録を受けていること。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類

業務実績等に規定する、地質調査業者登録を証明する書類の写し

設
計
図
書
等

閲覧等の方法及び

開始期日

電子配布

令和３年１１月２２日（月）から

質問受付期間 令和３年１１月２２日（月）午前９時から

令和３年１２月 １日（水）午後５時まで

質問回答期日 令和３年１２月６日（月）

保証金及び支払方法 入 札 保

証金

免除 契 約 保

証金

免除 前金払 有

その他 設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当該

資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて提

出すること。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課

電話 ０４８－６４６－３２６２

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号

さいたま市財政局契約管理部契約課

電話 ０４８－８２９－１１８０



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３０号

令和３年１１月１４日に実施予定であった、さいたま都市計画与野駅西口土地区画整理審議会委員

選挙の当選人を次のとおり決定したので、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号）第３５

条第５項の規定により公告する。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 宅地所有者が選挙する委員の当選人

   次のとおり

氏名 住所

学校法人 愛仕学園 さいたま市中央区大字下落合１０３０番地

（省略） （省略）

（省略） （省略）

（省略） （省略）

（省略） （省略）

（省略） （省略）

（省略） （省略）

２ 借地権者が選挙する委員の当選人

   次のとおり

氏名 住所

（省略） （省略）

３ 連絡先

 担当 さいたま市役所都市局まちづくり推進部与野まちづくり事務所

 電話 ０４８（８４０）６１５３



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３１号

道路の区域の変更に関する告示

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のように道路の区域を変更し

たので告示する。

 その関係図面は、告示の日より１５日間、さいたま市建設局北部建設事務所土木管理課において一

般の縦覧に供する。

令和３年１１月２２日 

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 道路の種類 県道 

路線名 区間 
変更前 

変更後 

幅員

(m) 
延長(m) 

さいたまふじみ野所沢線 

さいたま市西区大字飯田新田字吉原 224 番 1 地先 

さいたま市西区大字飯田新田字吉原 224 番 1 地先 

前 

11.07 

～ 

11.09 

12.77 

さいたま市西区大字飯田新田字吉原 224 番 1 地先 

さいたま市西区大字飯田新田字吉原 224 番 1 地先 

後 

14.66 

～ 

14.68 

12.77 

さ い た ま 鴻 巣 線

さいたま市西区大字指扇領辻字根岸 189 番 1 地先 

さいたま市西区大字峰岸字南 1 番 1 地先 

前 

6.75 

～ 

10.64 

43.79 

さいたま市西区大字指扇領辻字根岸 189 番 1 地先 

さいたま市西区大字峰岸字南 1 番 1 地先 

後 

10.03 

～ 

12.36 

43.79 

新 方 須 賀 さ い た ま 線

さいたま市見沼区片柳東 17 地先 

さいたま市見沼区片柳東 13 番 1 地先 

前 

9.55 

～ 

12.78 

14.35 

さいたま市見沼区片柳東 17 地先 

さいたま市見沼区片柳東 13 番 1 地先 

後 

23.83 

～ 

27.03 

14.35 

大 野 島 越 谷 線

さいたま市岩槻区大字新方須賀字居附 558 番 10 地先 

さいたま市岩槻区大字新方須賀字居附 1076 番 1 地先 

前 

11.74 

～ 

14.98 

31.98 

さいたま市岩槻区大字新方須賀字居附 558 番 10 地先 

さいたま市岩槻区大字新方須賀字居附 1076 番 1 地先 

後 

14.92 

～ 

15.43 

31.98 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

２ 道路の種類 市道

路 線 名
区間 変更前 

変更後 

幅員

(m) 
延長(m) 

３１ ７ １ ４ 号線

さいたま市西区三橋六丁目 1184 番 1 地先 

さいたま市西区三橋六丁目 1181 番 16 地先 

前 

12.01 

～ 

12.03 

29.25 

さいたま市西区三橋六丁目 1184 番 1 地先 

さいたま市西区三橋六丁目 1181 番 16 地先 

後 

12.02 

～ 

32.73 

29.25 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３２号

道路の供用開始に関する告示

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のように道路の供用を開始す

るので告示する。

 その関係図面は、告示の日より１５日間、さいたま市建設局北部建設事務所土木管理課において一

般の縦覧に供する。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 道路の種類 市道

路線名 区間 供用開始年月日 

３ １ ７ １ ４ 号 線 

さいたま市西区三橋六丁目 1184 番 1 地先 

さいたま市西区三橋六丁目 1181 番 16 地先

令和 3 年 11 月 23 日 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３３号

電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成７年法律第３９号）第３条第１項の規定に基づき、電線

共同溝を整備すべき道路を指定したので、同条第４項の規定に基づき次のとおり告示する。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

道路の種類 路線名 区間 
指定の部

分 

国道 
一般国道１２２

号 

さいたま市岩槻区加倉四丁目 1695 番 3 地先から 

さいたま市岩槻区加倉四丁目 1463 番 5 地先まで
上下線 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３４号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

・ 市県民税（普通徴収） 督促状

・ 固定資産税・都市計画税 督促状

・ 軽自動車税 督促状

・ 国民健康保険税（普通徴収） 督促状

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称

  別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。

 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課

電話 ０４８（６４６）３０３９



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３５号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

・市県民税 督促状

・固定資産税・都市計画税 督促状

・国民健康保険税 督促状

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称

別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。

公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課

 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３６号

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 送達をする書類

・交付要求通知書

２ 送達を受ける者の住所・所在地及び氏名・名称

別紙のとおり（別紙省略）

３ その他

 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。

 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。

４ 連絡先

 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課

 電話 ０４８（８２９）１７３５



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３７号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第１５項に基づく公開による意見の聴取を次の

とおり行うので、同条第１７項の規定により告示する。

令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 公開による意見の聴取を行う期日

  令和３年１２月１３日（月） 午後７時００分から

２ 公開による意見の聴取を行う場所

  高鼻コミュニティセンター ２階 第５会議室

  さいたま市大宮区高鼻町２－２９２－１

３ 公開による意見の聴取を行う理由

建築基準法第４８条第１項ただし書に基づく許可にあたり、同条第１５項の規定により、許可に

利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行う必要があるため

４ 許可申請概要

(1) 申請者
さいたま市長 清水 勇人

(2) 申請場所の地名地番
さいたま市大宮区高鼻町二丁目１３１番４の一部

(3) 用途地域
第一種低層住居専用地域

(4) 計画の概要
公衆便所

５ 適用条文

(1) 建築基準法第４８条第１項ただし書
(2) 建築基準法第４８条第１５項（公開による意見の聴取）



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３８号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。
令和３年１１月２２日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 栃木県宇都宮市大通り四丁目３番１８号

 氏名 グランディハウス株式会社 代表取締役 林 裕朗

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市緑区原山四丁目２４２番１

 指定の年月日 令和３年１１月２２日

 指定の番号 第南２１－０２５号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２８．９９ｍ



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７３９号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。
令和３年１１月２４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都武蔵野市境二丁目２番２号

 氏名 株式会社飯田産業 代表取締役 千葉 雄二郎

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市浦和区領家一丁目１４０６番１

 指定の年月日 令和３年１１月２４日

 指定の番号 第南２１－０２６号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 １４．９２ｍ



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７４０号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市西区大字宝来字町田５９８番４、５９９番４

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令 和 ２ 年 ８ 月 ２ １ 日

第開－Ｎ２０２００５９号

４ 検査済証番号

令和３年１１月２２日

第完－Ｎ２０２００５９号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７４１号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市見沼区宮ヶ谷塔三丁目１１９番

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 東京都西東京市東伏見三丁目６番１９号

タクトホーム株式会社 代表取締役 小寺 一裕

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ９ 月 １ ０ 日

第開‐Ｎ２０２１０９３号

４ 検査済証番号

令和３年１１月２２日

第完‐Ｎ２０２１０９３号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７４２号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市岩槻区大字笹久保新田字中谷４６９番１

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

  （省略）

３ 許可番号

  令 和 ３ 年 ６ 月 ２ １ 日 

  第開‐Ｎ２０２１０２２号

４ 検査済証番号

  令 和 ３ 年 １ １ 月 ２ ２ 日

  第完‐Ｎ２０２１０２２号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７４３号 

令和３年度に実施する指扇駅周辺用地公募貸付事業について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定に基づき公告する。

令和３年１１月２４日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 応募に付する事項

 件名

指扇駅周辺用地公募貸付事業

 貸付場所

ア さいたま市西区大字宝来字堤林２１９６番１２ 

イ さいたま市西区大字宝来字堤林２１９６番１４

 概要

市有地の有効活用を図るため、一般競争入札により事業者を選定し、貸付けを行う。

 貸付期間

令和４年 4月 1日から５年間

２ 申込みの資格

申込みをすることができる事業者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。

 個人においては、さいたま市内に住民票があること。法人においては、埼玉県内に本店、支店

又は事務所等を有すること。 

 所定の「誓約書」をもって、誠実に入札に参加できる個人又は法人であること。

 募集要領、物件調書、契約書に定める事項を了承した上で、誠実に履行できる個人又は法人で

あること。 

３ 募集要領の配布

本事業に申込みを希望する者に対し、募集要領を配布するものとする。

 配布場所

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部資産経営課 

担当 資産マネジメント係 電話 ０４８（８２９）１１９０ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p084527.html

 配布期間

令和３年１１月３０日（火）から令和４年１月２４日（月）まで（さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。

）を除く午前９時から午後５時まで）

４ 申込方法等

 提出書類

 募集要領に定める書類（各１部） 

 受付期間

令和４年１月１７日（月）から令和４年１月２４日（月）まで（休日を除く午前９時から午後

５時まで）



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

 受付場所

３ アに同じ

 提出方法

持参又は郵送（郵送の場合は受付期間内必着とする。）

５ 入札等 

 入札日時 

令和４年１月３１日（月） 午後２時００分 

 入札場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第２入札室 

 契約期限 

令和４年２月７日（月） 

６ その他 

詳細は募集要領による。 
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さいたま市告示第１７４４号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都武蔵野市境二丁目２番２号

 氏名 株式会社 飯田産業 代表取締役 千葉 雄二郎

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市北区日進町二丁目１７６０番１

 指定の年月日 令和３年１１月２４日

 指定の番号 第北２１－０１７号

 道路の幅員 ６．００ｍ、４．００ｍ

 道路の延長 ３９．７５ｍ
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さいたま市告示第１７４５号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市見沼区大字御蔵字神明脇３７８番１６ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ５ 月 ２ ０ 日

 第開－Ｎ２０２１０１５号

４ 検査済証番号

 令 和 ３ 年 １ １ 月 ２ ４ 日

第完－Ｎ２０２１０１５号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７４６号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市桜区大字五関字高畑２１３番１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和３年３月１９日

 第 開‐Ｓ２０２００９０ 号

４ 検査済証番号

 令和３年１１月２４日

 第 完‐Ｓ２０２００９０ 号
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さいたま市告示第１７４７号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市岩槻区大字飯塚字本田１１８１番３

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令和 ３年 ６月１６日

 第開‐Ｎ２０２１０２８号

４ 検査済証番号

 令和 ３年１１月２４日

 第完‐Ｎ２０２１０２８号
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さいたま市告示第１７４８号

次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和３年１１月３０日までに

返還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。

令和３年１１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人

・ 次の表のとおり

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色
年齢

（推定）

首輪の

有無
特  徴

１１月

２０日
猫 南区大谷口 雑種 オス 白 6~12ヵ月 無

１１月

２４日
猫 北区宮原町 雑種 メス 茶白 2～3ヶ月 無 負傷動物

連絡先

担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター

 電話  ０４８（８４０）４１５０

 ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９
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さいたま市告示第１７５０号

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により別紙のとおり（別紙省略）公告します。

令和３年１１月２５日

さいたま市長 清 水 勇 人



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７５１号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市岩槻区大字表慈恩寺字西１３４６番、１３４９番３

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

令和３年１０月２９日 

第変-Ｎ２０２０１０２号 

４ 検査済証番号 

令和３年１１月２５日 

第完-Ｎ２０２０１０２号 
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さいたま市告示第１７５２号

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市桜区大字五関字古貝戸１２１番１、１２１番４、１２１番５

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

（省略）

３ 許可番号

 令和３年５月２１日

 第 開‐Ｓ２０２１００３ 号

４ 検査済証番号

 令和３年１１月２５日

 第 完‐Ｓ２０２１００３ 号
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さいたま市告示第１７５３号 

さいたま市青少年宇宙科学館で使用する電気について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

令和３年１１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

 件名及び数量 

さいたま市青少年宇宙科学館で使用する電気 ４５２，５００キロワット時 

 需要場所 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ 

 業務概要 

  入札説明書及び仕様書のとおり 

 需給期間 

令和４年２月１日から令和５年１月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「その他」内の営業種目「電気」で登載されている者であるこ

と。 

 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと 

とされた者 

 本入札の告示日から開札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）施行後の電気事業法（昭和３

９年法律第１７０号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業者の登録を受けた者、電気事

業法附則第２条第１項により同法第２条の２の登録を受けたものとみなされる者又は小売電気事

業者の電力を媒介、代理、取次をする者であること。 

 １ の需要場所に要する予定使用電力量の供給に十分な電源を確保している者であること。

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

 交付場所 

    ア さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部青少年宇
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宙科学館 

      担当 管理係 電話 ０４８（８８１）１５１５ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p067923.html

 交付期間 

告示の日から令和３年１２月７日（火）まで（３ アにおいては、さいたま市青少年宇宙科学

館条例（平成１３年さいたま市条例第１２５号）第４条に規定する休館日を除く午前９時から午

後４時まで） 

 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

 受付期間 

３ に同じ

 受付場所 

３ アに同じ

 提出方法 

持参又は郵送 

 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年１２月７日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－００５１ さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会事務局生

涯学習部青少年宇宙科学館 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 交付場所 

３ アに同じ

 交付日時 

令和３年１２月９日（木）午前１０時から午後４時まで 

 その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 
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本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 

 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

 入札方法 

ア 初度入札に限り、郵送（一般書留又は簡易書留）による提出とする。 

イ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

 入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和３年１２月２０日（月）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

４ イに同じ

 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除する。 

 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和３年１２月２１日（火）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市青少年宇宙科学館３階多目的教室１ 

 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部青少年宇宙科学

館 

電話 ０４８（８８１）１５１５ ＦＡＸ ０４８（８８２）９７０２ 

８ 契約手続等 

 契約保証金 

落札価格の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

 契約書作成の要否 



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

要 

 議決の要否 

否 

９ その他 

 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局生涯学習部青少年宇宙科学館及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html

 詳細は、入札説明書による。
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さいたま市告示第１７５４号

介護保険法第１１５条の４５の５第１項の規定に基づき、次のとおり第１号事業者の指定をしたた

め告示する。

令和３年１１月２６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 指定した施設・事業所

(1) ヘルパーステーション ももよの丘 

ア 事業所住所 埼玉県児玉郡美里町大字白石２３２３番地１  

イ 事業種別  介護予防訪問介護サービス 

ウ 申請者   社会福祉法人希望の里 

エ 申請者住所 埼玉県児玉郡美里町大字白石２３２３番地１  

オ 代表者   理事長  田川 徹 

カ 指定番号  1174200871  
キ 指定年月日 令和 3年 9月 30日 

２ 連絡先

（１）担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係

（２）電話 ０４８（８２９）１２６５
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さいたま市告示第１７５５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１１月２６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都杉並区西荻北二丁目１番１１号

 氏名 株式会社三栄建築設計 代表取締役 小池 信三

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市中央区本町東五丁目７１４番２

 指定の年月日 令和３年１１月２６日

 指定の番号 第南２１－０２７号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２７．６０ｍ
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さいたま市告示第１７５６号

さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。

令和３年１１月２６日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 保管理由

 さいたま市自転車等放置防止条例

２ 保管開始年月日

 令和３年１１月１９日

３ 保管場所及び放置箇所

 新開自転車保管所

  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域

 吉野原自転車保管所

  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心

駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車

 大戸自転車保管所

  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都

 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域

 岩槻自転車保管所

  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域

４ 保管自転車

   別紙のとおり

５ 保管台数

計 ５９台

６ 連絡先

 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所

 電話 ０４８（６５２）８８１２



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

新開自転車保管所

2021/11/15 南浦和駅東口 埼玉県警15-5379681 A15AA68972          

2021/11/15 南浦和駅東口 埼玉県警20-205458743 V200919116          

2021/11/15 南浦和駅東口 埼玉県警21-214188910 A16AG11241          

2021/11/15 南浦和駅西口 埼玉県警20-205095543 SNUI 03468           

2021/11/15 西浦和駅 埼玉県警19-191424263 S9WA01287           

2021/11/16 南浦和駅東口 不明 FJA0J82911          

2021/11/16 南浦和駅東口 埼玉県警15-5517060 SPI 108827           

2021/11/16 南浦和駅東口 不明 G170515555          

2021/11/16 武蔵浦和駅 埼玉県警18-8306784 MD17111895          

2021/11/16 西浦和駅 埼玉県警18-8495244 SSH034828           

2021/11/19 南浦和駅東口 埼玉県警12-2570776 B2G69673            

2021/11/19 武蔵浦和駅 埼玉県警18-8211708 SSC019776           

2021/11/22 1/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

吉野原自転車保管所

2021/11/15 大宮駅東口 埼玉県警19-195099340 S0C204218           

2021/11/15 大宮駅東口 埼玉県警11-1111287 V101010103          

2021/11/15 宮原駅東口 多摩27-0238314 GC8I 16923           

2021/11/15 東大宮駅東口 大森F-49545 G131107421          

2021/11/15 東大宮駅東口 不明 AC14C03864          

2021/11/15 東大宮駅西口 埼玉県警11-1482138 T61YF171            

2021/11/15 東大宮駅西口 埼玉県警19-191741307 A19AB09698          

2021/11/15 大和田駅 不明 C83R9510            

2021/11/15 鉄道博物館駅 埼玉県警18-8185729 T36AF261            

2021/11/16 大宮駅東口 伊勢原45-0057841 STHD01401A          

2021/11/16 大宮駅東口 埼玉県警18-8124841 XY171207263         

2021/11/16 大宮駅西口 埼玉県警11-1581411 B1X00662            

2021/11/16 東大宮駅西口 埼玉県警18-8273952 V180412169          

2021/11/18 大宮駅東口 埼玉県警21-213715798 STTJF17592          

2021/11/18 大宮駅西口 埼玉県警19-191934849 STC057007           

2021/11/18 大宮駅西口 埼玉県警18-8404976 S8G44165            

2021/11/18 大宮駅西口 不明 JJ13H06810          

2021/11/18 大宮駅西口 不明 P191200959          

2021/11/18 大宮駅西口 埼玉県警19-190044840 F181078423          

2021/11/19 大宮駅西口 埼玉県警17-7176606 U158U26680          

2021/11/19 大宮駅西口 埼玉県警21-212600520 A21AE22504          

2021/11/19 大宮駅西口 新宿E-90879 V180901910          

2021/11/19 大宮駅西口 埼玉県警16-6403978 FS6B02087           

2021/11/19 指扇駅 埼玉県警21-213592351 LZ0J06324           

2021/11/19 大和田駅 埼玉県警05-5455087 5H016808            

2021/11/22 2/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

大戸自転車保管所

2021/11/15 浦和駅西口 埼玉県警17-7154105 B7A70163            

2021/11/15 北浦和駅東口 埼玉県警16-6206614 I CRP15L1108         

2021/11/15 与野駅東口 埼玉県警09-9119319 LA81150             

2021/11/15 与野駅東口 埼玉県警20-201701228 SC97481             

2021/11/15 中浦和駅 埼玉県警11-1597488 JK11G02528          

2021/11/15 新都心駅西口 不明 A17AE15176          

2021/11/16 北浦和駅西口 埼玉県警19-190198189 SQWB00318           

2021/11/16 北浦和駅西口 埼玉県警18-8017591 B5C52521            

2021/11/16 与野駅東口 埼玉県警21-210187715 VF20I 01436          

2021/11/16 与野本町駅 埼玉県警08-8325307 SI A69770            

2021/11/18 浦和駅東口 埼玉県警14-4412110 S08020247           

2021/11/18 北浦和駅東口 埼玉県警11-1001459 TF0J92323           

2021/11/18 北浦和駅東口 埼玉県警06-6062310 B6A11855            

2021/11/18 中浦和駅 埼玉県警20-204725438 V200340946          

2021/11/18 北与野駅 埼玉県警18-8124909 19ABG714            

2021/11/18 与野本町駅 埼玉県警16-6525980 SOJ015820           

2021/11/19 浦和駅東口 埼玉県警20-200149483 A18AL29722          

2021/11/19 浦和駅西口 埼玉県警16-6381497 B5J57221            

2021/11/19 浦和駅西口 埼玉県警18-8373641 SSG304147           

2021/11/19 北浦和駅東口 埼玉県警20-204972028 F20808955           

2021/11/22 3/4 ページ



撤去日 撤去場所 車体番号
防犯登録番号
又は標識番号

保管告示台帳

住所 氏名

岩槻自転車保管所

2021/11/19 岩槻駅 不明 B9H16151            

2021/11/19 岩槻駅 埼玉県警14-4052406 SNJ535211           

合計： 59台

2021/11/22 4/4 ページ



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７５７号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 東京都武蔵野市境二丁目２番２号

 氏名 株式会社 飯田産業 代表取締役 千葉 雄二郎

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市西区三橋五丁目２１３７番１２

 指定の年月日 令和３年１１月２９日

 指定の番号 第北２１－０１８号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２６．４１ｍ



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７５８号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

さいたま市見沼区大字東新井字本村３３４番２、３３５番２、３３６番１、３３６番３、３３７番、

さいたま市見沼区大字御蔵字陣屋１２０番２、１２０番６、１２０番１２

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令和３年１１月１２日

第変-Ｎ２０２１０５８号

４ 検査済証番号

令和３年１１月２６日

第完-Ｎ２０２１０５８号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７５９号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。

令和３年１１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 開発区域に含まれる地域の名称

 さいたま市西区大字西遊馬字上サ 1578番 3、1585番 3 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名

 （省略）

３ 許可番号

 令 和 ３ 年 ７ 月 ２ １ 日

第開-Ｎ２０２１０４５号

４ 検査済証番号

令和３年１１月２６日

第完-Ｎ２０２１０４５号



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第１５項に基づく公開による意見の聴取を次の

とおり行うので、同条第１７項の規定により告示する。

令和３年１１月２９日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 公開による意見の聴取を行う期日

  令和３年１２月２０日（月） 午後７時００分から

２ 公開による意見の聴取を行う場所

  丸ケ崎町自治会館 ２階 集会室

  さいたま市見沼区丸ケ崎町２７－１０、２７－１１

３ 公開による意見の聴取を行う理由

建築基準法第４８条第７項ただし書に基づく許可にあたり、同条第１５項の規定により、許可に

利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行う必要があるため

４ 許可申請概要

(1) 申請者
トヨタモビリティパーツ株式会社 代表取締役社長 榊原 弘隆

(2) 申請場所の地名地番
  さいたま市見沼区丸ケ崎字西通 １２０３他１７筆

(3) 用途地域
   準住居地域

(4) 計画の概要
建物用途の変更（倉庫の一部を自動車修理工場の作業場に用途変更）

５ 適用条文

(1) 建築基準法第４８条第７項ただし書
(2) 建築基準法第４８条第１５項（公開による意見の聴取）



さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６１号

生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第 49条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永
住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6年法律第 30号。以下
｢支援法」という。）第 14条第 4項の規定に基づき、医療機関を指定したので、生活保護法第 55条
の 3及び支援法第 14条第 4項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６２号

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から変更の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６３号

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から廃止の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６４号

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から休止の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６５号

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 49 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定医療機関から辞退の届出があったので、生活

保護法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６６号

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定に基づき、施術者を指定したので、生活保護法第 55 条の

3及び支援法第 14条第 4項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６７号

生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永

住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成 6 年法律第 30 号。以下

｢支援法」という。）第 14 条第 4 項の規定による指定施術者から変更の届出があったので生活保護

法第 55 条の 3 及び支援法第 14 条第 4 項の規定により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

別紙のとおり





さいたま市告示一覧（令和３年１１月１６日から同月３０日まで）

さいたま市告示第１７６８号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。

令和３年１１月３０日

さいたま市長 清 水 勇 人

１ 申請者

 住所 さいたま市浦和区常盤十丁目１５番１６号

 氏名 ポラスマイホームプラザ株式会社 代表取締役 中内 啓夫

２ 位置指定道路の概要

 道路の位置 さいたま市緑区大字大牧字梅所１４３３番１５

 指定の年月日 令和３年１１月３０日

 指定の番号 第南２１－０２８号

 道路の幅員 ４．００ｍ

 道路の延長 ２３．８８ｍ


